
雇用調整助成金等に係る
個別相談会を開催します

休業を実施される事業主の皆様へ

～社会保険労務士が雇用調整助成金等の申請にかかるアドバイスを行います～

〇日 時
令和３年２月８日（月）、９日（火）、１２日（金）
９：００～１７：００

○会 場
長崎県庁 会議室 （５階の雇用労働政策課で受付後にご案内します）

■相談方法
①テレビ会議を利用したオンライン相談
※テレビ会議を利用できるパソコンをお持ちの場合はできる限りオンライン相談を
ご利用ください。テレビ会議システムは「ＷｅｂＥＸ」を使用します。

②会場での相談（当日のマスク着用と検温にご協力ください）

■対象事業所 長崎県内の事業所（全業種可）

■相談時間 １企業あたり５０分程度

■申込方法 事前予約制
裏面の申し込み用紙によりお申込みください（先着順）

雇用調整助成金の活用イメージ（詳しくは裏面をご覧ください）

18時 20時 24時通常営業 休業

※営業時間が１８時～２４時の場合

通常の賃金を支給 休業手当を支給（平均賃金の６割以上）

雇用調整助成金の活用：助成率 １０／１０または４／５（※）【中小企業の場合】
※４／５の場合は県から１／１０の上乗せ助成があるため、事業主負担は１／１０となります。

主催：長崎県

相談
無料

お問
合せ

長崎県 産業労働部 雇用労働政策課 労政福祉班

ＴＥＬ ０９５－８９５－２７１４



雇用調整助成金の概要

「新型コロナウイルス感染症の影響」により、「事業活動の縮小」を余儀なくされた場合に、従業員の雇用の維
持を図るために、休業を実施する事業主に対して、休業手当の一部を助成する国（厚生労働省）の制度です。
令和2年4月1日から令和3年2月28日（※）までを緊急対応期間として、助成率や日額上限額の引き上げなどの

「特例措置」が実施されています。
※現在、国の方で令和３年３月末までの延長が検討されています。

助成額と助成率

区分
大企業 中小企業

国 国 県（※３）

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 ２／３ ４／５ １／１０

解雇をしていないなどの上乗せの要件を満たす
事業主（※２）

３／４ １０／１０ ー

（平均賃金額（※１））×休業手当等の支払い率）×下表の助成率（１人１日あたり15,000円が上限）

※１ 概ね２０人以下の事業所は、「実際に支払った休業手当額」をもとに助成額を算出できます。
※２ 令和２年１月２４日から事業主都合による解雇等を行っていないこと 等の要件があります。
※３ 中小企業で雇用調整助成金の助成率が4/5の場合は、県が上乗せで1/１0の助成を行います。

１．最近１か月間の売り上げ高または生産量などが前年同月比５％以上減少している
２．休業などを実施し、下記の助成対象となる労働者に休業手当を支払っている など

※このほかにも要件があります。

支給対象となる事業主

助成対象となる労働者

１．雇用保険に加入している労働者に対する休業手当が「雇用調整助成金」の助成対象となります。
２．学生アルバイトなど、雇用保険に加入していない方に対する休業手当は、「緊急雇用安定助成金」の

助成対象となります。⇒労災保険に加入している必要があります。（雇用調整助成金と申請方法・内容は同じ）

①国助成率4/5 150,000円×4/5 ＝120,000円（国支給額）
150,000円×1/10 ＝ 15,000円（県支給額）

②国助成率10/10    150,000円×10/10＝150,000円（国支給額）

長崎県 産業労働部 雇用労働政策課 にFAX又は、お電話にてお申込みください。

助成額の算定例 ※（例）概ね２０人以下の事業所で休業手当の総額が150,000円の場合

個 別 相 談 会 申 込 書

事業所名 住所

出席者名 電話

メールアドレス

相談方法 オンライン相談 ・ 会場相談 ※詳しい案内を別途連絡します。

希望日 ２月 ８日 ・ ９日 ・ １２日 ※時間帯は別途連絡を行い調整します。

FAX：095-895-2582

申込先 電話：０９５－８９５－２７１４ FAX：０９５－８９５－２５８２

時短営業による一部休業も対象となります


